
各会計の決算額と採決結果
会計名 歳入 歳出 採決

特別会計

土地取得 148万円 148万円 全員賛成で認定
国民健康保険 38億8583万円 38億9839万円 反対5：賛成10で認定
後期高齢者医療 6億8697万円 6億8531万円 反対2：賛成13で認定
介護保険 36億8021万円 35億7437万円 反対2：賛成13で認定

企業会計 下水道	
事　業

収益的収支 10億 62万円 8億9988万円
反対4：賛成11で認定

資本的収支 11億 787万円 14億7507万円

主な財政指数の推移

経常収支比率
経常収支比率は、自治体の収入に対する経常的な支出の割
合を示す指標で、比率が高いほど新しい事業に使える財源
が少ないことを意味する。
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財政力指数
財政構造における財政力の強弱を判断するために用いられ
るものであり、地方公共団体が標準的な行政活動を行うの
に最小限必要な財政需要に対する税を中心とした収入の割
合を示し、この指数が「１」を超えるほど財政力が強く、財
源に余裕があるとされる。

財政力指数（3カ年平均）
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財政調整基金
地方公共団体の健全な財政運営を確保するために設置した積
立金で、地方公共団体の貯金であり、経済事情の変動などに
よる減収、災害により生じる予期せぬ支出・減収を埋める時
や緊急性の高い大規模な事業の経費に充てることとしている。

財政調整基金残高
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20.2億

市税収入コロナ令和５年度

決算

　

市
税
収
入
は
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
回
復
に
よ

り
増
加
し
た
が
、
社
会
保
障
費
の
負
担
が
増

大
し
、
特
に
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
で
約

１
２
５
０
万
円
の
赤
字
が
発
生
し
た
。
こ
の

た
め
、
一般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
に
よ
り
赤

字
が
解
消
さ
れ
た
。
市
税
の
収
納
率
は
97
・

81
％
で
わ
ず
か
に
増
加
し
た
が
、
依
然
と
し

て
未
納
が
多
く
、
適
切
な
債
権
管
理
と
収
納

率
の
向
上
が
求
め
ら
れ
る
。

　

本
市
に
お
い
て
は
、
少
子
高
齢
化
の
急
速

な
進
展
に
よ
る
扶
助
費
や
社
会
保
障
費
等
の

義
務
的
経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
る
。
一
方
、

環
境
問
題
、
学
校
再
編
に
伴
う
教
育
の
振
興
、

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
対
す
る
支
援
な
ど
行
政

需
要
が
複
雑
多
岐
に
わ
た
り
、
住
民
の
要
望

に
き
め
細
か
く
対
応
す
る
た
め
の
行
政
単
独

施
策
も
増
加
し
て
い
る
。

　

財
政
指
標
は
概
ね
健
全
で
あ
る
も
の
の
、

経
常
収
支
比
率
が
91
・
９
％
に
達
し
、
財
政

構
造
の
硬
直
化
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

今
後
は
行
政
改
革
を
推
進
し
、
効
率
的
な

財
政
運
営
と
歳
入
確
保
に
努
め
る
必
要
が
あ

る
。
重
点
施
策
の
Ｊ
Ｒ
・
名
鉄
弥
富
駅
の
事

業
完
了
は
３
年
延
長
さ
れ
、
財
政
負
担
の
軽

減
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
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